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はじめに 

 本準備書面では，長沢啓行大阪府立大学名誉教授の補充意見書「被告準備書面

(28)(2016 年 2 月 24 日付け)への反論」（甲２８２）（以下「長沢補充意見書」

という。）の内容を踏まえつつ，一審被告準備書面（２８）に対し反論を行う。 
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第１) 「震源を特定せず策定する地震動」について 

１) 「震源を特定せず策定する地震動」の評価に関する主張について 

  一審被告は，「新規制基準における『震源を特定せず策定する地震動』は，

過去に観測された『地震動』のレベルから直接策定すること(具体的には，

震源と活断層を関連づけることが困難な内陸地殻内地震について，地震動

の観測記録を収集し，それをもとにして地震動を策定すること)を予定して

いるものであって，シミュレーションや解析等によって得られた地震動を

もとに策定するべきものではない。」（下線部引用者，以下同じ）と主張す



3 
 

る（一審被告準備書面（２８）６頁）。 

しかし，過去にまったく別の場所で観測された地震動と同じ地震動が本

件原発を襲うということは考えられないのであり，実観測記録，それも特

に既往最大というわけでもない留萌支庁南部地震 HKD020 観測点，鳥取県

西部地震賀祥ダムの各観測記録から，直接，将来本件原発を襲う可能性が

ある震源不特定の地震動を評価でき，それで十分であるという，理論的根

拠はない。「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則の解釈」（以下「設置許可基準規則解釈」という。）別記

２第４条５項３号本文及び「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイ

ド」（以下「審査ガイド」という。）4.1（１）では，「『震源を特定せず策定

する地震動』は，震源と活断層を関連づけることが困難な過去の内陸地殻

内の地震について得られた震源近傍における観測記録を収集し，これらを

基に各種の不確かさを考慮して敷地の地盤物性に応じた応答スペクトル

を設定して策定されていること。」とされており，「各種の不確かさを考慮」

することとされているのであるから，実観測記録をもって直接「震源を特

定せず策定する地震動」を策定するのは，本来の新規制基準の趣旨からす

ると許容されない。 

観測記録は地震計が設置された観測点にしか存在しないが，地震計がも

し周辺に存在していれば観測されたであろう地震動について考慮するの

は，この不確かさ（認識論定不確定性）の考慮の範囲内である。また，実

際の地震観測記録を良く再現できる断層モデルによって震源近傍の地震

動解析手法が発達し，これらが地震計の不足を補う役割を果たせるまでに

信頼性を高めてきており，これも不確かさの考慮として活用すべきである。 

なお，一審被告は，岩手・宮城内陸地震の記録を考慮していない理由と

して，本件敷地との地域差を挙げる（一審被告準備書面（２８）３１頁注２８）

が，そもそも，一審被告が採用した留萌支庁南部地震や，鳥取県西部地震

をはじめ，審査ガイドに例示された１６の地震はすべて，全国の各原発の

敷地と何らかの地域差がある。審査ガイドは地域差があることを前提に，

地震を例示しているのであるから，単に地域差があるというだけでは当該

地震を考慮しなくてよい根拠にはならない。一審被告が前記のような解析

結果を採用せず，あくまで実観測記録にこだわるというのであれば，非常

に大きな地震動を発生させた岩手・宮城内陸地震の地震記録こそ，最優先

で考慮すべきであり，これを排除するというのであれば，同じような地震

ないし地震動が本件原発敷地付近では発生し得ないことを，具体的に論証
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すべきである。特に同地震における地中観測記録を無視する一審被告の主

張には，そのような然るべき論理的筋道が欠けている。 

信頼できる解析結果等の活用を全否定する一審被告の評価は，「６２０

ガルを超える地震なんて滅多に来ないだろう」といった根拠のない楽観論

に基づくものと言わざるを得ず，広大な範囲に深刻な被害をもたらしかね

ない危険性をはらんだ原子力発電所の耐震設計においては，あるまじきも

のである。 

 

２) 加藤ほか(2004)の応答スペクトルについて 

(1) 加藤ほか(2004) の応答スペクトルの詳細 

一審被告は，加藤ほか(2004)（甲１２２）で示されている応答スペクトル

も検討しているから「検討対象とした観測記録が１６地震の観測記録のみ

であるかのように述べる一審原告らの主張は不適切である」(一審被告準備

書面（２８）８頁)と主張する。 

しかし，加藤ほか(2004)の応答スペクトルは基準地震動Ｓｓ－１（水平

方向７００ガル，鉛直方向４６８ガル）と比べて全周期で値が小さいため，

本件原発の基準地震動には採用されていない。加藤ほか(2004)の応答スペ

クトルはその程度の大きさでしかなく，これを考慮しているからといって

一審被告の評価が正当化されるものではない。 

加藤ほか(2004)で示されている応答スペクトル（後記図８赤線の「上限

レベル」）について，一審被告は，「日本や米国のカリフォルニアで発生し

た合計４１の内陸地殻内地震を対象として，文献調査，空中写真判読によ

るリニアメント調査，地表踏査等の詳細な地質学的調査によってもなお，

震源位置と地震規模を前もって特定できなかったと考えられる地震を選

定し，選定された地震の震源近傍の観測記録等を概ね上回るような地震動

の応答スベクトルが示されている」(一審被告準備書面（２８）８頁)と主張す

る。 

しかし，加藤ほか(2004)では，４１地震から「地表地震断層が出現した

地震」や「活断層や活褶曲構造等との関連により事前に詳細な調査を行え

ば事前に震源の位置と規模を評価できた可能性がある地震」を次々と除外

し，震源近傍の観測記録がある地震のうちで，残ったのは，１９９７年３

月と同年５月の鹿児島県北西部地震(Ｍ６．６とＭ６．４の２地震)の鶴田

ダムでの観測記録だけであった。下記図８の青実線 (波線)がこれら２地

震の鶴田ダムでの地震観測記録の応答スペクトルであるが，非常に小さい。
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加藤らは，これでは余りに説得力に欠けると考えたのか，同観測記録に加

え「事前に震源の位置と規模を評価できた可能性がある」として除外した

地震のうちＭ６．５未満（Ｍｗ６．２未満）のカリフォルニア７地震につ

いてだけは，「スケーリングの観点から同程度の規模の断層が確実に事前

に震源を特定できるとは断定できない」と述べてこれらで「記録の少なさ

を補う方針」とし，図８の青破線(波線)のように追加した。こうして４１

地震中わずか９地震，事実上，カリフォルニア７地震の応答スペクトルの

みを包絡するように作られたのが，加藤ほか(2004)の応答スペクトル（上

限レベル）なのである。 

だがこの加藤ほか(2004)の応答スペクトルは最大加速度４５０ガルでし

かなく，原発の耐震設計に用いるためには保守性が欠けている。そのことは，

後述する留萌支庁南部地震が，Ｍ６．１（Ｍｗ５．７）という小規模地震であ

りながら，その地震動がやすやすと「加藤ほか(2004)の応答スペクトル」を超

えてしまっていることからも明らかである。 

! ! !
【加藤研一ほか「震源を事前に特定できない内陸地殻内地震による地震動レベ

ル」（甲１２２・６４頁）】 

 

(2)) 石橋克彦氏による「加藤ほか(2004)の応答スペクトル」批判 

この「加藤ほか(2004)の応答スペクトル」について，国会事故調査委員会の

委員でもあった神戸大学名誉教授の石橋克彦氏（地震学）は，岩波書店発行の
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雑誌「科学」2012 年 8 月号掲載『電力会社の「虜」だった原発耐震指針改訂

の委員たち』（甲６０・８４５頁）において， 

 

「震源を特定せず策定する地震動」についての「震源と活断層を関連付けること

が困難な過去の内陸地殻内地震について得られた震源近傍における観測記録を

収集し，これらを基に（中略）基準地震動 '* を策定する」との規定自体，恣意

性と過小評価を許す規定である。具体的な策定値は申請者にまかされるが，電力

会社側の日本電気協会が示した加藤ほか（+,,- ）という模範解答では，Ｍ７級地

震の強い地震動記録をすべて「活断層と関連付けられる」と屁理屈をつけて参照

から排除し，Ｍ６．６までの地震の揺れしか用いていない。その結果，最大加速

度は - (,./0 で，旧指針の 123( による "4(./0 から大して増えていない。)

)

と批判している。つまり，「加藤ほか(2004)の応答スペクトル」は，Ｍ７級の

地震動記録を正当な理由なく排除し，残されたＭ６．６以下の比較的小さな地

震動記録のみを対象としたものでしかない。 

後に原子力規制委員会委員となる島崎邦彦氏は，２００８年の段階で「予め

震源を特定できない地震」として最大Ｍ７．１程度まで生じうるという見解を

公表しており（甲２８３「震源断層より短い活断層の長期予測」），地震調査

研究推進本部地震調査委員会（以下「推本」ともいう。）は，「全国地震動予

測地図２０１４年版～全国の地震動ハザードを概観して～」の「５．３．３震

源断層をあらかじめ特定しにくい地震」（甲２８４・２３８頁～）において「陸

域で発生する地震のうち活断層が特定されていない場所で発生する地震」の最

大マグニチュードは，本件原発立地地域を含む広い範囲でＭ７．３としている

（同２４０，２５２，２５３ｐ）。Ｍ６．６までの地震しか考慮しない「加藤

ほか(2004)の応答スペクトル」が著しく保守性を欠いているのは明らかである。 

!"# ) $%&'による指摘)

このような経緯から，原子力安全基盤機構（ＪＮＥＳ）は，２００９年

（平成２１年）３月付けの「震源を特定せず策定する地震動の設定に係る

検討に関する報告書」（甲２８５・３頁）において， 

「加藤ほか!+,,-# の手法の主な課題として，調査した震源を事前に特定

できるとした地震の周辺活断層との関連付けの根拠が明確でない，対象

とした地震及び震源近傍の地震動観測記録数が少なく，地震動の上限レ

ベルの規定の根拠が明確でない等が挙げられる。」)

と批判している。  
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(4)) 電事連の関与の疑い 

    加藤ほか(2004)の共著者６名全員が，電力中央研究所，鹿島小堀研究室

及び大崎総合研究所という，原子力事業者との関係が深い研究所の所属

であり，大学所属の研究者は１人も共著者に入っていない。かかる点から

しても，この論文の作成経緯の公正さは疑わしく，その内容が真に客観的，

中立的な観点から研究成果をまとめたものか，疑問であると言わざるを

得ない。 

    国会事故調によると，耐震設計審査指針改訂への対応について，電事連

の資料には， 

    「『震源を特定せず策定する地震動』を４５０Ｇａｌで抑えたいが，も

っと大きくすべきと主張する委員がいることに関して原子力で考慮し

ている地震動が一般の設計や防災で考慮している地震動と比べ同等以

上であることを主要委員に説明していく」)

と記載されていた（甲１・４６８頁）。この電事連の資料の記載からしても，

加藤ほか(2004)のスペクトルが，電気事業者の意向を踏まえ作成されたも

のであることが疑われるところである。 

!(#) 小括)

   以上の通り，明らかに過小な応答スペクトルであり，その作成経緯の公

正さにも疑問を挟む余地がある「加藤ほか(2004)の応答スペクトル」につ

いて検討しているからといって，１６地震の実観測記録しか検討対象と

せず，そのうち十分に保守的とは言い難い２観測記録しか採用しなかっ

た一審被告の評価が正当化されることはない。 

 

３) 地震動評価結果の報告書に関する主張について 

(1) 財団法人地域地盤環境研究所の報告書について 

ア 一審被告は，財団法人地域地盤環境研究所の報告書に記載された地

震動解析について，「留萌周辺における地盤の増幅特怯(サイト特性)

が十分反映されているとは言い難い仮定のモデル」(一審被告準備書面

（２８）１０頁)であることから，２００４年北海道留萌支庁南部地震に

おける実際の地震動を再現したものではないと主張する。 

しかし，地域地盤環境研究所は，Maeda and Sasatani(2009)の震源

モデルと地盤モデルを参照しながら，これに少し修正を加えたモデル

を採用し，得られた地震動解析結果の応答スペクトルと地震観測記録

の応答スペクトルを比較して（長沢補充意見書・７頁図Ｃ），HKD020観測
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点での地震観測記録を比較的良く再現できることが確認されている。

このことからすると，地域地盤環境研究所が用いた地盤モデルは，地

震動評価において十分に妥当なものである。 

イ また，一審被告は，佐藤ほか(2013)では，詳細な調査を踏まえた

地盤構造モデルが提案されているところ，Maeda and 

Sasatani(2009)の地盤構造モデルの数値はこれと異なっていると主

張するが，両地盤構造モデルは，Ｓ波速度，Ｐ波速度及び密度の各

数値について，大きな違いはない（長沢・６頁表 A-1）。しかもどちら

かが系統的に大きいという関係にはなく，Maeda and 

Sasatani(2009)の地盤構造モデルを佐藤ほか (2013) のモデルに置

き換えれば，再現される地震動は却って大きくなる可能性がある。 

    ウ 一審被告は，地震動評価が地盤の増幅特性（サイト特性）に依存

して大きく変わるかのように主張しているが，北海道留萌支庁南部

地震の HKD020 観測点での地震観測記録については，地盤の増幅特

性（サイト特性）の影響は小さく，震源特性や破壊伝播効果の影響

が大きいことは，ほぼ間違いのないことである（甲６２・2-1，Maeda 
and Sasatani(2008)，甲 2８６「震源を特定せず策定する地震動について」３

８頁）。観測記録との整合性が確認されている Maeda and 
Sasatani(2008)の RMIH04，RMIH05 という各観測点における地震

動の再現に用いられた地盤構造モデルが，HKD020 のそれと大きな

違いはない（長沢補充意見書・６頁表 A－1）ことからしても，HKD020
観測点周辺１０ｋｍないし２０ｋｍの範囲にその地盤構造モデルを

拡張することは，地震動解析の手法として十分に妥当と言える。 
    エ 当該報告書は，原子力安全委員会が地域地盤環境研究所へ平成２

１年度から３年間連続して委託した業務のうちの１つであり，「地震

動評価に係る請負業務成果等の報告書について」と題して今でも旧

組織のホームページに掲載されていること（甲 2８７），原子力規制委

員会の「発電用軽水型原子炉施設の地震・津波に関わる新安全設計

基準に関する検討チーム第１０回会合」では「震源を特定せず策定

する地震動について」(震基 10-3)という資料の中で原子力規制庁によ

って紹介され（甲２８６・４頁），新規制基準策定の際の検討用資料

として活用されていることからも，当該報告書の解析結果の信頼性

が高いことが推認できる。 
オ したがって，地域地盤環境研究所の解析結果は HKD020 観測点周
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辺での地震動評価結果がどの程度の地震動になるのかを評価するも

のとして，十分信頼できるものである。約１，７００ガル(南北方向)
という解析結果は，実際に発生した地震動から大きく乖離している

とは考えられず，この解析結果を考慮しない一審被告の基準地震動

評価は不合理である 
カ 一審被告は，同報告書において，「検討では HDK020 の地盤構造モ

デルを仮定して，それを３次元的に拡張していることに注意が必要」

と記載されていることを強調するが，もし地盤構造モデルの妥当性の

観点から異論を主張するのであれば，HKD020 周辺の地盤構造モデル

を解明した上，これを当てはめた場合の応答スペクトルを作成し，北

海道留萌支庁南部地震における最大の地震動は何ガルになるのかを

具体的に示すべきであり，一審被告にとってそれはさ程難しいことで

はないはずである。だが一審被告はそのような検討結果をまったく示

そうとしない。一審被告は，HKD020 観測点での観測記録が留萌支庁

南部地震による最大地震動ではないことを十分認識しながら，基準地

震動の引き上げにつながることを避けるために，敢えてこの点の調査

研究を怠っていると言わざるを得ない。 
キ さらに一審被告は，約２，０００ガル（東西方向）の解析結果につ

いて，破壊開始点を変えた１つの仮想的な設例に過ぎないと主張する

が，破壊開始点は，地震発生までどこになるのか分からないものであ

り，「偶然的不確定性」に属する代表的な断層パラメータである。留萌

支庁南部地震では，地域地盤環境研究所において約２，０００ガルが

発生するケースと解析した通りの位置に，破壊開始点が生じた可能性

を否定できない。「震源を特定せず作成する地震動」の評価において

「各種不確かさ」を考慮するのであれば，破壊開始点を変えたケース

を考慮しなければならないのは当然である。 
    破壊開始点を変えたケースを仮想的な設例に過ぎないとして考慮

外に置く一審被告の主張は，実観測記録以外には考慮しないという，

合理的な理由のない「割り切り」に貫かれたものであり，万が一の深

刻な災害を防ぐという，原子力発電事業者に本来求められる安全確保

の姿勢とは，到底相容れないものである。  
(2) 独立行政法人原子力安全基盤機構の報告書について 

一審被告は，独立行政法人原子力安全基盤機構（ＪＮＥＳ）の「震源

を特定しにくい地震による地震動の検討に関する報告書（平成１６年
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度）」（甲２０４）が示したＭ６．５の横ずれ断層による１，３４０ガルの

地震動について，「地震動と年超過確率との関係を評価する目的の下，仮

想の断層モデルに種々の仮定的条件を与えて解析による計算値を算出

し，その結果に考察を加えたもの」であり，「本件発電所の地震動評価に

適用されるべきものではない」と主張する。 

しかし，「震源を特定せず策定する地震動」については，そもそも当該

サイトに特化した断層モデルを構築することが出来ないことが前提とさ

れており，仮想の断層モデルに仮定的条件を与えた解析であるからとい

って，適用性が否定されるものではない。 

一審被告は，ＪＮＥＳの解析モデルでは「アスベリティの上限深さが

浅く（２ｋｍ）設定されたものである一方，本件発電所周辺での地震発

生層は上限深さが保守的に余裕を見て評価した場合でも３ｋｍであっ

て，条件が全く異なる」と主張する。だが，地震発生層の上端深さには

不確実さが伴い，本件原発の敷地直下に発生する地震でもアスペリティ

上端深さが２ｋｍとなる可能性は否定されない。仮に百歩譲って，上端

深さを３ｋｍとした場合でも，ＪＮＥＳ報告書の解析モデルでの最大加

速度は１，０９８ガルであり（甲２０４・2-119頁の図 2.69），本件原発の基

準地震動を大幅に上回る。 

一審被告は「最大加速度 1,340 ガルの地震動は，年超過確率が 10-6よ

りも更に小さい確率となり，現実にはまず考えられない」と主張する

が，僅かに２０年程度の観測期間において，柏崎刈羽原発等では，確率

の上では「現実にはまず考えられない地震動」を上回るような地震動が

観測されてきたことを無視した主張である。日本における基準地震動の

年超過確率が信頼に値しないことは，地震学，地震工学の専門家にとっ

ては周知の事実である1! 。年超過確率算定手法について抜本的な見直しが

なされない限り，年超過確率の低さを根拠にこの地震動を排除するべき

ではない。!

 

                                                   
1)浜田信生「原発の基準地震動と超過確率」（甲２８８），泉谷恭男「浜田信生『原発の基

準地震動と超過確率』に関連して考えたこと」（甲２８９），増田徹「基準地震動と超過確率

と安全」（甲２９０），浜田信生「『原発の基準地震動と超過確率』に寄せられた意見につい

ての感想」（甲２９１），及び毎日新聞 2016年 2月 10日夕刊（甲２９２）における香川敬

生氏，高田毅士氏のインタビューを参照 
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第２ 応答スベクトルに基づく地震動評価について 

１) 耐専式の適用に関する主張について 

(1) 耐専式の不適用について 

ア 一審被告において，「豊富なデータの蓄積を活かした，信頼性の高

い距離減衰式」（一審被告準備書面（２８）１８頁）と評価する耐専式に

つき，FO-A～FO-B～熊川断層による地震の地震動評価（M7.8）にお

ける適用を行わなかった理由は，①耐専式に「極近距離」よりも更

に著しく短い場合のデータが含まれていないこと，②等価震源距離

が短くなるにつれて，実際の地震動に比べて過大な評価結果が得ら

れる傾向があることとされていること，という２つの点から，前記

ケースの等価震源距離(11.0km)が「極近距離」(M8 の場合なら

25km，M7なら 12km 等)よりも著しく短いため，耐専式による地震動

評価の信頼性は高くないと判断したことにある。 

    だが，前記①と②では，信頼性が高いはずの耐専式の適用を排除

する根拠としては，余りに弱い。 

     イ   まず①について，単に元データにないというだけでは，耐専式の

適用性を排除する根拠にならない。例えば耐専式の元データにはＭ

８クラスの強震記録は含まれていないが，その場合でも耐専式が適

用できることは確認されている（甲 293「日本原子力学会標準 原子力発

電所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関する実施基準:2015」

３３９頁）。 

原子力安全委員会における「『応答スペクトルに基づく地震動評

価』に関する専門家との意見交換会」の資料では，「極近距離よりさ

らに近い地震に関しては観測データも少なく，…今後スペクトルの

適用性や改良に関する検討等が必要」（甲２０９「耐専スペクトルの適用

性検討（内陸地殻内地震を対象とした追加検討内容）」１４頁）とされてい

るように，「極近距離」よりも短ければ当然に適用性が否定される訳

ではない。この意見交換会では，大谷圭一委員より，「極近距離」に

ついて，「とりえあずえいやと（線を）引いちゃった」（甲２０８「『応

答スペクトルに基づく地震動評価』に関する専門家との意見交換会 速記

録」２１頁）と表現されているように，「極近距離」の設定自体に根

拠は乏しい。したがって，M7.8，Xeq11.0kmのケースが「極近距

離」よりも等価震源距離が短いとしても，それだけで耐専式の適用

が否定されるものではない。 
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   ウ ②について，一審被告が根拠として挙げるのは，兵庫県南部地震

の地震動観測記録において，断層からの距離が概ね５．０～２．０

ｋｍ付近において，断層からの距離と最大加速度との相関関係が頭

打ちになる傾向を示した図（Fukushima ＆ Irikura (1997)Fig.2）

である。だが，地震動の大小を決める要因は複雑多岐にわたる一方

で，当該図で掲げられた断層近傍の観測記録は，１つの地震におけ

るわずかなデータに過ぎず，個々の観測点における等価震源距離も

明らかではない。したがって，これによっては，「極近距離」よりも

等価震源距離が短ければ耐専式が地震動を過大評価する傾向がある

ということさえ十分に示すことができておらず，ましてＭ７．８，

等価震源距離１１．０ｋｍのケースで耐専式が適用できないという

根拠にはならない。 

 

【甲１２５・４０頁 Fukushima ＆ Irikura (1997)】 

 

エ ところで，一審被告準備書面（２８）１４頁以下の記述を見る限

り，一審被告は，極近距離よりも等価震源距離が著しく短い「2000

年鳥取県西部地震・賀祥ダムの記録」が耐専式に概ね対応すること

は特段争っておらず，「極近距離」よりも等価震源距離が著しく短く
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ても，耐専式を適用できるケースがあり，その適用性を個別に判断

すべきことは認めているようである。 

だが一審被告は，FO-A～FO-B～熊川断層による地震の地震動評価に

おいて，耐専式の適用性が否定される個別的な根拠は，何も示すこと

ができておらず，単に「極近距離」よりも等価震源距離が著しく短い

ということを述べるに過ぎない。 

    オ  むしろ，耐専式を発表した論文である Noda et al.(2002) では，

１９９５年兵庫県南部地震神戸大観測記録（M7.3，Xeq16km）2及び１

９９９年 Kocaeli 地震 Sakarya 駅観測記録（Ｍ8.1，Xeq22km）とい

う，「極近距離」と同等かそれよりも等価震源距離が短いケースにつ

いて，観測記録を良く説明すると記載され（甲２９４・６頁），耐専式

が「震源近傍の観測記録を良く説明できることを示した」とされてい

る。 

   カ 一審被告が「豊富なデータの蓄積を活かした，信頼性の高い距離減

衰式」とみている耐専式の適用性を，本件原発近傍に位置する FO-A

～FO-B～熊川断層のケースで否定する正当な理由は見当たらない。耐

専式の適用を否定する理由は結局，当該ケースで耐専式を適用すると

基準地震動が大きくなることにあるとみるより他なく，そのような基

準地震動評価が不合理であることは明白である。 

(2) 各種の距離減衰式による評価について 

ア  一審被告は，Kanno et al.(2006)，Zhao et al.(2006)，内山・翠

川(2006)，片岡・他(2006)，Abrahamson and Silva(2008)，Boore 

and Atkinson(2008)，Campbell and Bozorgnia(2008)，Chiou and 

Youngs(2008)，Idriss(2008)という，本件原発の地盤とはデータベー

スの地盤種別が異なる各種の距離減衰式を適用し，FO-A～FO-B～熊川

断層から発生する地震動の応答スペクトルを求めている。 

イ 一審被告は，本件原発の地盤の固さを踏まえた補正を行い，地盤の

固さの差異を考慮したと主張するが，元データの差は補正だけで解消

できるものではない。一審被告は，この補正によって本件原発と同様

の地盤固さの地震動につき，耐専式よりも精度良く地震動を評価でき

ることについての主張立証も特にはしていない。 

                                                   
2 前記 Fukushima ＆ Irikura (1997)Fig.2 によると，神戸大学観測点の断層からの距離は

約２ｋｍであり，本件原発の FO-A～FO-B～熊川断層からの距離と同等かそれよりも短い。 
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ウ また，前記各種の距離減衰式のデータの諸元のうち，断層最短距離

の範囲はほぼ下限がなく，一見すると FO-A～FO-B～熊川断層から発生

する地震の地震動評価（Ｍ７．８，断層最短距離２～３ｋｍ程度の内

陸地殻内地震）に対応しているようにも見えるが，つぶさに見るとそ

うではない。 

 例えば，内山・翠川(2006)（甲 295）の下記図を見ると，この距離

減衰式の元データには，Mw７．０以上の地震について断層最短距離約

４０ｋｍより短い地震記録は存在しない。Mw７．４程度で断層最短距

離２～３ｋｍと考えられる FO-A～FO-B～熊川断層の地震動評価にはま

ったく対応していない。 

 
【甲 295翠川(2006)８２頁】 

 

エ 耐専式は，等価震源距離というパラメータを用いている関係で，

震源断層面の広がりを考慮できる上，近くにあるアスペリティの影

響を評価することができる（甲２０８「『応答スペクトルに基づく地震動

評価』に関する専門家との意見交換会 速記録」１６頁）。一方で前記

「各種の距離減衰式」は，等価震源距離の代わりに断層最短距離と

いうパラメータを用いているため，その利点がない。 

また耐専式は，鉛直方向の地震動を評価できるという利点もある

\½\Ø	Ö	À\Õ!
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が，前記「各種の距離減衰式」にはその利点もない。 

 さらに，前記「各種の距離減衰式」が，耐専式のように，ＮＦＤ

ＲＤ効果を捕捉できるようにも見られない。本件原発は，FO-A～

FO-B～熊川断層の近傍（断層最短距離２～３ｋｍ程度）に位置し，

ＮＦＲＤ効果の発生が現実的に考えられ，これを係数により評価で

きる点でも耐専式の適用性は高いといえるが，一審被告はこの点を

無視ないし軽視している。 

オ  一審被告が，無数にある距離減衰式の中から，前記９つの「各種

の距離減衰式」を選んだ理由も不明である。「日本原子力学会標準 

原子力発電所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関す

る実施基準:2015」（甲 293・３３９頁）では，「原子力発電所施設

に対しての適用性が高いと考えられる距離減衰式のモデル」とし

て，耐専式の他，安中他の式(1997,R)，安中他の式(1997,Xeq)，大

野他の式(1999，Xeq)，Abrahamson ＆ Silva の式(R,1997)が挙げ

られているが，これらはいずれも一審被告により採用されていな

い。 

カ  一審被告は，「耐専式以外の距離減衰式を用いるにあたり，その

適用性を慎重に検討」したと主張しているが，一審被告が地震動を

過小評価しないよう距離減衰式の適用性を慎重に検討したとはとて

も考えられない。 

よって，一審被告が前記「各種の距離減衰式」を適用している

ことをもって，耐専式の適用を排除したことが正当化されることは

ない。 

 

) ２) 耐専式に係る最新の科学的・技術的知見について 

一審被告は，「確かに，設置許可基準規則解釈別記２第４条５項は，基準

地震動の策定にあたって最新の科学的・技術的知見を踏まえることを求め

ている」と認めながらも，「距離減衰式そのものに最新の地震動データを反

映させることを求めるような記載はない。したがって，基準地震動の策定

にあたって最新の科学的・技術的知見を踏まえるべきではあるものの，設

置許可基準規則解釈別記２第４条５項から，少なくとも一審原告らのいう

ように耐専式そのものに最新の地震動データを反映させなければならない

という結論を一義的に導くことはできない」(一審被告準備書面（２８）１７

頁)と主張し，最新の地震観測記録の反映をしないことを正当化しようとし
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ている。最新の地震動データを距離減衰式に反映させることは一審被告に

とって容易に実行可能なはずであり，本来，周辺住民の生命，健康，財産

の保護や環境の保全について極めて高度な注意義務を負う原子力事業者と

して，最新の知見の調査研究に自ら励み，これを積極的に安全対策に活か

す義務があるところ，一審被告にはそのような義務を履行しようという姿

勢が欠けている。 

この点一審被告は，最新の知見として，独立行政法人原子力安全基盤機

構による「平成 18年度原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調

査 活断層及び地震動特性に関する調査・解析に係る報告書，07基構報－

0004」（乙９６）(以下，「07基構報」と略す。)を取り上げ，「耐専式が実際

に発生する地震への適用性を有していることが確認されている」と主張す

る。 

だが第１に，「07 基構報」で耐専式と比較している地震は，２００６年

に発生したプレート間地震または海洋プレート内の３地震であり，本件で

問題となっている内陸地殻内地震ではない。第２に，この３地震に関する

８つの地震観測記録は，震源距離が 111～171km と遠く離れた観測点での記

録であり，地震動は，解放基盤表面はぎとり波で最大加速度が 2.7～11.0

ガルと極めて小さい。したがって，こういったケースでの耐専式の適用性

が確認できても，敷地近傍の活断層から大きな地震動の発生が懸念される

本件原発の基準地震動評価の上では，ほとんど意味がない。 

一審被告に説明が求められていたのは，最近２０年間で整備された地震

観測網によって観測された，比較的大規模な内陸地殻内地震の震源近傍に

おける地震動観測記録による，耐専式の検討の有無とその内容である。一

審被告がこの点の説明を行わないのは，この点の検討を行っていないか，

若しくは検討内容を明かすと現在の基準地震動評価の不合理性を露呈する

ことになるからであろう。 

 

第３ 断層モデルを用いた手法による地震動評価について 

１) 入倉・三宅(2001)の式に関する主張について 

) (1)) 島崎氏の発表内容 

    活断層（震源モデル）の長さや面積から地震規模を推定するためには，

松田式，入倉・三宅 (2001)の式，武村(1998)の関係式等幾つかの経験式

が提案されているが，どの経験式を選定するかによって，地震規模は大き

く異なる場合がある。 
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設計基準地震動の策定に関わる記述がなされたＩＡＥＡの安全基準で

ある “Seismic Hazards in Site Evaluation for Nuclear Installations”
（「核施設のサイト評価における地震ハザード」）No.SSG-9（以下「ＳＳ

Ｇ－９」という。）（甲 296）では，「最大潜在マグニチュード」の評価が要

請され，7.1(5)では認識論的不確定性の適切な取扱いが要請されているこ

とからしても，前記数種類の経験式のうちいずれを採用するかについて

は，地震規模の評価が十分に保守的なものとなるよう慎重に検討がなさ

れなければならない。 
    この点，島崎邦彦・前規制委員会委員は，同委員退任後，平成２７年５

月の日本地球惑星科学連合大会（甲１９３）だけでなく，同年１０月の日

本地震学会秋季大会（甲 264），同年１１月の日本活断層学会秋季大会（甲

297），翌平成２８年５月の日本地球惑星科学連合大会（甲 298）と，これ

までに合計４度にわたって，入倉・三宅(2001)の式が他の式よりも地震規

模等を過小評価するおそれについて発表している。 

    まず島崎氏は，活断層長Ｌ(m)と地震モーメントＭｏ(Nm)との代表的な

以下の４つの関係式について，わかりやすさを重視して以下のように表

した。 

 

 
【甲 264「活断層長に基づく地震モーメントの事前推定」】 

 

   上記の（３）は「（地震調査委，2006）」とあるが，松田式を変形して地震

モーメントを求める式に変えたものである。 

   上記（４）の入倉・三宅 (2001) の式は，断層の長さではなく震源断層の

面積から地震規模を求める式であるため，西日本における標準的なケース

である，地震発生層の厚さ１４ｋｍの垂直な断層を仮定して式を変形して

いる。島崎氏によると，「地震発生前に使用できるのは活断層の情報であっ

て，震源断層のものではない」のであるから，地震規模等の予測精度を比較

検討する趣旨から，震源断層の長さではなく，活断層の長さを用いている。 

   以上をもとに，島崎氏は，日本の陸域およびその周辺の７つの地殻内地震



18 
 

（マグニチュード７程度以上）につき，前記（１）から（４）の式それぞれ

に各活断層の長さを当てはめ，それぞれの地震モーメントを算出し，観測記

録（ＯＢＳ）と比較した。下記の表のうち，黒く塗られた部分は，概ね地震

規模の予測に成功したケースと見られる。これによると，入倉・三宅 (2001) 

の式（ＩＭ）以外の３つの式は，過半数のケースで概ね地震規模の予測に成

功しているが，入倉・三宅 (2001) の式（ＩＭ）では，１つも黒く塗られて

おらず，地震規模の予測にまったく成功していないことになる。 

 
【甲 297「活断層の長さから推定される地震モーメント 

：日本海『最大』クラスの津波断層モデルについて」】 

     

上記表は省略が多く分かり難いため，上記表の右端の欄に各地震の名称

を付し，実測値（ＯＢＳ）と入倉・三宅 (2001) の式（ＩＭ）による推定

値だけを抜き出し，同式の実測値比（（観測値）/（入倉・三宅））を算出

して表にしたものを以下に示す。入倉・三宅式(2001)が単に他の式と予測

値が乖離しているというだけでなく，実際の地震規模を予測する上で平均

３５%に過小評価してしまう傾向があることが分かる。しかも，傾斜角が

３０度に設定された１９４５年三河地震を除いて，地震規模は観測値の半

分から４分の１程度に過小評価されており，他の式と比べても，地震モー

メントが過小評価される傾向は顕著である。 
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     島崎氏は２０１６年（平成２８年）５月の学会発表ではさらに検討を加

え，既存の断層面積の推定値から，入倉・三宅(2001)の式を用いて平均的

なずれの量を求め，これから推定される変形が実測値と調和的かどうかを

調べたところ，入倉・三宅(2001)の式では実測値の１／４以下の変形しか

説明できないことが分かったと報告している（甲 298「過小な日本海『最大ク

ラス』津波断層モデルとその原因」）。なお「レシピ」において，平均すべり量

と地震モーメントとは比例関係にあるとされている（甲５６・付録 3-7）。 
 昨年の島崎氏の報告においては，厚さ１４ｋｍの地震発生層中の垂直な

断層が仮定されているにとどまらず，断層傾斜角６０度の場合の入倉・三

宅(2001)の式の係数（１．４５）も記載され，上記２０１１年福島県浜通

りの地震のケースで適用されており，地震規模は実観測記録の半分の評価

になることが示されている。したがって，島崎氏の報告を前提とすると，

地震発生層が１４ｋｍよりも相当に厚いケースや，断層傾斜角が６０度よ

り相当低いケースであれば別論，そうでない限りは，入倉・三宅 (2001) の
式を用いると，地震規模が過小評価となるおそれが高いということになる。 
本件において一審被告は，FO-A～FO-B～熊川断層等につき，基本ケー

スでは地震発生層１５ｋｍの垂直な断層を想定し，「不確かさの考慮」（パ

ラメータスタディ）でも傾斜角６０度のケースまでしか想定していない。

したがって，上記島崎氏の報告において仮定された条件とほぼ等しいから，

島崎氏による入倉・三宅式批判の射程の範囲内である。 
    一審被告は，「詳細な調査等に基づき，具体的な震源断層の位置・構造

を想定した上で，断層長さ，断層幅，断層傾斜角等をそれぞれ設定して求

める震源断層の面積（Ｓ）と地震モーメント（Ｍｏ）の関係を示す本来の
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入倉・三宅(2001)の関係式とは，断層の捉え方がまったく異なる」と主張

しているが，島崎氏が再三述べる通り，震源断層の長さや面積などの断層

パラメータは，地震発生後に得られるものであって，事前に推定できる値

とは異なり，大きくなることが多い（甲 298「過小な日本海『最大クラス』津

波断層モデルとその原因」）。一審被告は，この断層調査技術の限界を踏まえ

られていない。 
(2) 入倉・三宅(2001)の式を含む「レシピ」の一連の地震動評価について 

   ア 一審被告は，「一連の地震動評価手法という『レシピ』の特徴を踏ま

えず，入倉・三宅(2001)の関係式のみを取り上げて，その妥当性を論じ

ることは適切でない」(一審被告準備書面（２８）２０頁)と主張しているが，

的外れな言い分である。 

イ  「レシピ」では，まず，震源断層面積と地震モーメントというマクロ

な震源パラメータを求めるが，地震モーメントが過小評価されていれ

ば，「レシピ」の一連の手順に沿って短周期レベルや断層平均応力降下

量，さらにはアスペリティの応力降下量などミクロなパラメータも連

鎖的に過小評価されてしまう。一連のパラメータ設定における過小評

価につながる根幹の式が，入倉・三宅(2001)の式なのであり，ここにお

いて過小評価のおそれが強い式を用いることは到底看過できない。 

   ウ 一審被告は，「レシピ」で入倉・三宅 (2001) の式が採用され続けて

いることをもって，当該関係式が信頼性を有していると主張する。 
だが，「レシピ」を作成・改訂している推本の強震動評価部会強震動

評価手法検討分科会では，部会長で主査を長年務めてきた入倉孝次郎

氏の影響力が非常に強い上，当該分科会に所属する委員をはじめ日本

の強震動学者は全員が原子力発電と何らかの関係があると言っても過

言ではない状況であり，原子力事業者にとっては極めて好都合な入倉・

三宅 (2001) の式に対する批判的な検討が行われ難い。かかる背景事

情からすれば，「レシピ」に入倉・三宅(2001)の式が掲載され続けてい

ることをもって，その信頼性が高いとはいえない。 
エ  それでも，入倉・三宅(2001)の式では計算結果が合わないと認識さ

れたことから，平成２０年改訂の「レシピ」（「改正レシピ」若しくは

「修正レシピ」）から，入倉・三宅(2001)の式と並んで松田式 (1975) 
が地震規模を求める関係式として採用されるに至っている。 
かつて推本長期評価部会の部会長を務めた島崎氏は，前記学会発表

で「地震本部の強震動予測では，いわゆる改正「レシピ」が使われて
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おり，(3)によって地震モーメントが予測され，(4)のもととなる入

倉・三宅（2001）の式から断層面積が推定されている。」（甲１９３

「活断層の長さから推定する地震モーメント」等）と指摘している。

「(3)」は松田式であり，「改正レシピ」とは平成２０年に地震調査研

究推進本部地震調査委員会が公表した「修正レシピ」のことである。

この「修正レシピ」では，国内の活断層による地震動を評価する際，

入倉・三宅(2001)の式の代わりに松田式で断層長さから平均的な地震

規模を求め，この地震規模に合わせて断層面積をやや大きくする手法

が，入倉・三宅(2001)の式によって地震規模を求める手法と並んで記

載されている。 

この松田式を含む修正「レシピ」を推本が初めて適用した結果が平

成２０年４月１１日付け「警固断層帯（南東部）の地震を想定した強

震動評価について」（甲 299）であり，その説明の「6.1 問題点とそ

の対応策」には次のように書かれている。 

 

「強震動評価においては，震源断層形状（長さ 5!67#，幅 8!67#）を設

定してから地震モーメント 19!%･7#を求め，19と気象庁マグニチュー

ド（1）の関係から 1 を求めていた。一方，長期評価においては，地表

地震断層の長さ 5!67#（繰り返し活動して形成された活断層を :) 回の

活動でできた活断層とみなす）と 1 の関係から 1 を求めていた。これ

らの 1 は，設定方法が異なることから，必ずしも同じ値とはならない

でいた。そこで，ここでは長期評価で設定されている 1 を固定パラメ

ータとして，他の断層パラメータを設定した。」(同上の説明１５頁) 

 

    この時以降，入倉・三宅(2001)の式は，推本では地震規模を求める

式としては採用されず，松田式等が使われるようになった（甲 299「警

固断層帯（南東部）の地震を想定した強震動評価（説明）」３頁）。例えば，

平成１７年７月１９日付け「中央構造線断層帯（金剛山地東縁－和泉

山脈南縁）の地震を想定した強震動評価」では，地震規模の算定に入

倉・三宅(2001)の式が使われていた（甲 300本文５頁，説明３頁）

が，平成２３年２月１８日付け「中央構造線断層帯（金剛山地東縁－

伊予灘）の長期評価（一部改訂）について」では，同じ範囲の活断層

から想定される地震規模の想定は松田式と Kanamori（1977）で行わ

れ，入倉・三宅(2001)の式は使われていない（甲 301・７７頁）。推本と
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しては，入倉・三宅(2001)の式よりも松田式の方が予測結果の信頼性

が高いと判断したということである。 

したがって，単に「レシピ」から削除されていないという一事をも

って，入倉・三宅(2001)の式の信頼性が十分に高いということはでき

ない。 
  オ 原子力安全委員会は，平成２２年，島根原発の基準地震動評価に関

して，中国電力に対し，宍道断層による地震規模の想定につき，修正

「レシピ」の趣旨を踏まえて，入倉・三宅(2001)の式で計算されてい

たものを，松田式により評価するよう要求している（甲 302・１３頁）。

その結果，地震規模の想定はＭ６．９からＭ７．１に引き上げられ

た。 

          一審被告は修正「レシピ」の趣旨を無視し，国会事故調から「東

電・電事連の『虜』」と批判された旧規制当局よりも非保守的な評価

をしている。 

カ また，一審被告は「『平成 12年(2000年)鳥取県西部地震，平成 15

年(2003 年)十勝沖地震，2005 年福岡県西方沖の地震の・・・観測記

録を用いた強震動予測手法の検証』が実施されており，現実に発生し

た地震との比較において，適切に確認されている。すなわち，レシピ

という一連の地震動評価手法が実際の地震動を精度良く再現できるも

のとして，その有効性・信頼怯が確認されている」(一審被告準備書面

（２８）１９頁)と主張する。 

纐纈一起・東京大学地震研究所教授（現・推本の強震動評価部会部

会長）によると，「実際に起きた地震の地震動について，地震後判明

したパラメータを用いても観測記録を完璧には再現できず，倍半分程

度の誤差が生じるのが通常」（甲 303「事情聴取書」２頁）というのであ

り，前記の再現の精度自体高いといえるのかは極めて疑問である。 

また，これらの検証では，地震発生後に判明したパラメータを用い

て「レシピ」から観測記録を再現するということに止まっている（甲

21～23）。「レシピ」が真に強震動予測手法として十分に信頼できるも

のであることの検証をするためには，地震発生前に把握できた情報だ

けを用いて地震波形を作出し，実観測記録と比較するべきである。し

かし前記一審被告が列記した検証は，その域にまで達していない。 

さらに，これらの検証では，入倉・三宅(2001)の式はほぼ使われて

おらず，基本的に地震規模は観測記録に基づいて求められている。し
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たがって，仮に再現の精度が良かったと言えるとしても，それは入

倉・三宅(2001)の式の精度とは無関係である。 

(3) 松田式の相対的な信頼性について 

    推本のみならず，中央防災会議の「東南海，南海地震等に関する専門

調査会」でも，検討の結果，入倉・三宅(2001)は採用されず松田式が採

用されている（甲２１３「断層のモデル化」2-4，2-6）。松田式はばらつきの

ある経験式であるが，現段階で相対的には信頼されている経験式と言え

る。 

    一審被告は，「モデルの不確定性を考慮して，複数の特性化震源モデ

ルを想定することが望ましい」という「レシピ」の記述につき，（ア）

入倉・三宅(2001)の式を用いる方法と，（イ）松田式を用いる手法を併

記している部分には射程が及ばないかのような主張をしているが，これ

は「断層モデル」で松田式の適用を回避するための強弁である。前記

（ア）と（イ）の選択は，地震規模は勿論，震源断層モデルの幅や面積

にも関わる問題であり，明らかに「特性化震源モデル」の問題である。

（ア）と（イ）の選択肢を挙げる前に上記「モデルの不確定性を考慮し

て，…」と述べている「レシピ」の記述形式からしても，この２つの選

択肢を「過去の地震記録や詳細な調査結果に基づき震源断層を推定する

場合」の「特性化震源モデル」の図の中で併記している「レシピ」(甲

５６・付録 3-36)を見ても，「複数の特性化震源モデル」には上記（ア）

（イ）が明らかに含まれる。 

    殊に原発の基準地震動評価の場合，認識論的不確定性を低減させ，十

分な保守性を確保することが優先されているのであるから，「レシピ」

に２つの手法が併記されている場合は，双方を検討してより保守的な想

定となる方を採用すべきなのは当然である。 

    したがって，一審被告は，「断層モデルを用いた手法」において入

倉・三宅(2001)だけでなく松田式でも地震規模を求めるべきであり，そ

の上で関係式のばらつきを十分考慮してマグニチュードを定めるべきで

ある。ＳＳＧ－９の 7.1(2)では最大潜在マグニチュードの評価，同

(4)(iv)では関係式のばらつきの考慮，同(5)では認識論的不確定性の取

扱いが求められていることからしても，かかる方法が確立した国際的な

基準に適合するものと言える。 

    一審被告が複数の特性化震源モデルを設定していること自体は別段争

わないが，それは入倉・三宅(2001)の式により地震規模を小さく見積も
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った上で，地震動が大きくなり新たな耐震工事のコストが嵩まないよう

計算された範囲内で設定されたものに過ぎない。 

 

２  応カ降下量に関する主張について 

(1) 「アスペリティ面積比＞３０％⇒Δσ＝３．１(MPa)」は独自の見解 

一審被告は「アスベリティ面積比(震源断層全体に占めるアスベリティ

の面積)が３０％を超えたため，FO-A～FO-B～熊川断層を長大な断層とし

て評価した」と主張している。 

確かに，「レシピ」には，「内陸地震によるアスペリティの総面積の占め

る割合は，断層総面積の平均２２％(Somerville et al.,1999)，１５～２

７％(宮腰・他，2001)であり，拘束条件にはならないが，こうした値も参

照しておく必要がある」（甲５６・付録 3－9）と記載されており，アスペリテ

ィ面積比が約３７％となった FO-A～FO-B～熊川断層のケースでこれを２

２％に抑え方法も「参照」として記載されている。 

しかし，アスペリティ面積比が３０％を超えれば，一律に「長大な断層」

としてΔσ（震源断層全体の静的応力降下量）＝３．１(MPa)，Δσa（ア

スペリティ静的応力降下量）＝１４．４(MPa)とするような評価手法は，

「レシピ」に記載されておらず，一審被告の独自のものである。一審被告

は，「レシピ」の付録 3－10に記載された Fujii and Matsu’ura(2000)の

研究成果によるΔσ＝３．１(MPa)，Δσa＝１４．４(MPa)という値を用い

て基準地震動を低く抑えるために，本来「長大な断層」とはいえない FO-

A～FO-B～熊川断層等を無理に「長大な断層」と評価している。 

(2) 背景領域すべり量は負にならない 

「レシピ」によれば，「長大な断層」につき暫定値として Fujii and 

Matsu’ura(2000)による応力降下量を適用出来るとされている理由は，

「震源断層の長さが震源断層の幅に比べて十分に大きい長大な断層」に

おいては，円形破壊面を仮定することが必ずしも適当ではないからであ

る。この「円形破壊面を仮定することが必ずしも適当ではない」ことの

理由は，背景領域のすべり量が負になってしまうことを意味する。 

この点，入江(2014)（甲 307）でも，「標準的な強震動予測手法では，面

積の大きい震源断層を設定した場合に，背景領域でのすべり量が負にな

る不自然な挙動が生じてしまう。この問題の根本原因は，断層の平均応

力降下量の算定に円形クラック式を適用していることにある」とされて

いるところである。 
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 「レシピ」にしたがって一般的なパラメータ設定をした場合，背景領域

のすべり量が負になる場合は，アスペリティ面積が全断層面積の５０％を

超える場合とされており（甲 308 引田智樹ほか「断層モデルに基づく地震動応

答スペクトル予測法と予測結果のばらつきに関する検討」１４０８頁），３０％を

多少超えた程度では，背景領域すべり量は負にはならない。 
したがって，「レシピ」の解釈としても，FO-A～FO-B～熊川断層は，「長

大な断層」ではなく，Fujii and Matsu’ura(2000)による応力降下量を適

用できる場合には該当しない。 
(3)) 「長大な断層」の定義は松田式の適用範囲に止まらない 

一審被告は，推本が作成した「『活断層の長期評価手法』報告書」で

は，松田式の適用性の観点から 100km を超える断層を『長大な断層』と

表現しているだけであり，「レシピ」の「長大な断層」の定義はこれと違

うと主張したいようである(一審被告準備書面（２８）２６，２７頁)。だが，

推本は応力降下量の設定も視野に入れて「長大な断層」ないし「長大断

層」という用語を統一的に用いており，一審被告の主張は妥当しない。 

推本が作成した最新の報告書である「全国地震動予測地図 2014 年版～

全国の地震動ハザードを概観して～」（平成 26年(2014 年)12月付け）の

付録-1「10. 今後の課題と展望」「10.1.2 活断層で発生する地震のモデ

ル化」の中には，次のように書かかれている(甲 284・３８５頁)。 

 

「長大断層（おおむね長さが ;,67 を超える断層）の震源のモデル化に関す

る検討も必要である。長大断層については，一般的なパラメータ設定法を用

いると背景領域のすべり量が負になってしまうため，強震動予測「レシピ」

（地震調査研究推進本部地震調査委員会，+,,;< ）では暫定的に平均応力降下

量とアスペリティ面積比を固定している。中央構造線や糸魚川－静岡構造線

といった長大断層で発生する地震の強震動予測を行うためには，長大断層に

対しても背景領域のすべり量が負とならないことも含め，震源モデル作成の

ための枠組みが必要であり，そのような枠組みを作るための検討が必要であ

る。近年の観測データの蓄積により，長さの短い断層から長大断層に至るま

での断層面積と地震モーメントの間の関係が報告されており（例えば，

1=>9?/@A)B?)/03C)+,:,），これによれば，断層面積と地震モーメントの関係

式は，地震の規模に従って３段階で変化する。また，観測データから得られ

る，震源モデル作成に必要な物理量の間の関係式として，短周期レベル（加

速度震源スペクトルの短周期側におけるスペクトルの振幅）と地震モーメン
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トの関係式（例えば，壇・他C)+,,: ）がある。長大断層の震源モデルの作成

については，このような観測データから得られた知見に基づき，応力降下量

の適切な設定方法も含めた，新たな枠組みを示す必要がある。」(下線は引用

者) 

 

上記のうち，「長大断層」の定義との関係で，推本は， 

i) 応力降下量の設定も含めた「震源のモデル化」との関連で「長大断層」

を「おおむね長さが 80km を超える断層」としていること 

ii) 長大断層については，一般的なパラメータ設定法を用いると背景領域

のすべり量が負になってしまうこと 

を挙げている。 

さらに，この推本の報告書からすると， 

iii) 長大断層は３段階で変化するスケーリング則（断層面積と地震モーメ

ントの関係）の３番目と結びつけられていること 

がうかがえる。推本が示した Murotani et al.(2010)によるかぎり，この３

段階で変化するスケーリング則とは， 

① 未飽和断層に対応する Mo≦7.5×1018Nmでは Mo ∝ S2（Moが断層面積の

２乗に比例）， 

② 飽和断層で長大な断層になるまでの 7.5×1018Nm＜Mo≦1.8×1020Nm では

Mo ∝ S3/2（Mo が断層面積の１．５乗に比例）， 

③ 長大断層に相当する 1.8×1020Nm≦Mo では Mo ∝ S（Mo が断層面積に比

例） 

となる関係のことを指す。ここで３段階目のスケーリング則が適用される地

震モーメント 1.8×1020Nm以上の断層に対して，Murotani らはスケーリング

則が S[km2]＝1.0×10－17 Mo[Nm]となることを示している。この式によれば，

３段階目のスケーリング則の下限である Mo＝1.8×1020Nm では S＝1,800km2

になり，断層幅が 15kmでは断層長さが 120kmになる。 

長大断層が「おおむね長さが 80km を超える断層」と曖昧な表現になって

いるのは，断層幅によって「長大断層」といえる断層長さが変わるからであ

る。松田式の適用上限とされる 100km（これに対応する地震モーメンは約

1.88×1020Nm）付近に，３段階目のスケーリング則の下限があると見られて

いる。その意味では，長大な断層の定義が松田式の適用範囲と関連している

のは，何ら不自然なことではない。 

一審被告は，長大な断層と「80km」ないし「100km」との関係を切り離すた
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めに，「松田式の適用範囲」にすぎないと主張しているが，上記のように，

推本は，「長大断層」について，平均応力降下量，背景領域すべり量ないし

アスペリティ面積比，スケーリング則の３番目の段階との関連で，統一的に

定義しており，その上で「おおむね長さが 80km を超える断層」もしくは

「100km を超える断層」としているのである。FO-A～FO-B～熊川断層におい

ては，「レシピ」を適用した場合アスペリティ面積比が 50%を超えず（壇・他

(2001)を用いても 37％程度），活断層の長さが 63.4km に過ぎないため，「レ

シピ」において「長大な断層」に適用されるべき応力降下量の設定法は，FO-

A～FO-B～熊川断層に適用されてはならないのである。 

(4) Fujii and Matsu �¶ura(2000)は暫定値に過ぎない 

さらに言うならば，たとえ FO-A～FO-B～熊川断層が「長大な断層」と言

えるとしても，当然に Fujii and Matsu’ura(2000)によって震源断層全体の

静的応力降下量が 3.1MPa と評価できる訳ではない。 
「レシピ」において，この値は「いくつかの条件下で導出した値であり，

その適用範囲等については今後十分に検討していく必要がある（入倉，

2004）」「長大断層の静的応力降下量Δσ(MPa)に関する新たな知見が得られ

るまでは暫定値」と記載されている（甲５６・付録 3-11）通り，当該数値は，

十分な科学的妥当性を備えたものではない。 
しかも近時の地震では，アスペリティ応力降下量が２０Mpa を超える例

は珍しくない（控訴審第１３準備書面１１頁）。ところが一審被告は，FO-A～FO-
B～熊川断層から生じる地震のアスペリティ応力降下量は，１４．１Mpa の

ケースしか考慮しておらず，過小評価のおそれが大きい。 
かかる観点からしても，Fujii and Matsu’ura(2000)による応力降下量は

本件で適用されるべきではない。 

(5) 断層面積の設定は一定である 

   一審被告は，地震モーメント（Mo）と応力降下量（Δσ）の比例関係を認

める一方で，仮に地震モーメントが４倍になったとしても，当該地震モーメ

ントに入倉・三宅(2001)の式を適用すれば断層面積は２倍となる関係で，応

力降下量は約１．４１倍にとどまると主張する（一審被告準備書面（２８）２

７頁）。 

   しかし，「レシピ」において入倉・三宅(2001)の式を用いて地震規模の想

定が行われる場面では，「過去の地震記録など」や「詳細な調査」に基づき

震源断層の面積が設定されることになっている。したがって，断層面積の設

定は一定のはずである。なお，修正「レシピ」により松田式を用いて地震規
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模の推定が行われる場合には，入倉・三宅(2001)の式によって震源断層モデ

ルの修正が行われることになっているが，一審被告はこの手法は採用して

いない。 

一審原告は，入倉・三宅(2001)の式のばらつきによって，同じ震源断層面

積から地震モーメントが４分の１に過小評価されるおそれを主張している

のであるが，一審被告は，震源断層の面積の設定は，「詳細な調査」に基づ

くものとして基本的には一定の値に設定しており，入倉・三宅(2001)の式に

よる過小評価を想定して震源断層モデルを修正するようなことはしていな

い。 

したがって，入倉・三宅(2001)の式のばらつきによって地震モーメントが

４倍になった場合，入倉・三宅(2001)の式を適用して断層面積が２倍になる

ことはなく，計算上，応力降下量は４倍（４分の１の過小評価）になる。 

! ! ! !

第４) 「偶然変動等によるバラツキ」に関する主張について 

) １) 地震の本質は破壊現象である 

一審被告は，「偶然変動等によるバラツキ」というのが一審原告の独自

概念であるかのように主張しているが，地震の本質は破壊現象であるか

ら，必然的に偶然的要素（地震工学では「偶然的不確定性」ということが

多い。）を含むのであり，これに起因して地震動予測式にバラツキがある

ことは当然のことである。 

東京大学地震研究所教授の纐纈一起氏は，科学ジャーナルのインタビューで，

地震の性質上伴う偶然的要素と予測のバラツキ（誤差）につき，以下のように

話している（甲 309・エルゼビアジャパン『特集：研究者インタビュー第８回 東京大学 

纐纈一起教授』１頁）。 

 

「地震は物理学的に言うと岩盤と岩盤が擦れあう現象です。もっと端的に言

うと，岩盤が破壊する現象です。物が壊れる現象は，基本的に予測が非常に

難しいのです。例えばガラスをガンと叩いたときに，どういう形でひびが入

って割れるかは，現状の科学では予測できないことです。決定論的に予測す

ることは原理的に難しい面があるのです。」)

 

一審被告は，距離減衰式など経験式のばらつきつきを，各地震観測地点

における地域性だけですべて説明可能であるかのように主張しているが，

地震にはその性質上，必然的に偶然的不確定性を含み，地震動予測には限
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界があることを無視している。 

一審被告が証拠提出した原子力安全基盤機構の「07 基構報」（乙９６ 

5.49頁）においては，以下のような記載がある。 

 

耐専スペクトルはあくまで平均スペクトルであり，実際の適用にあたって

は地震動のばらつきを考慮して設計用標準応答スペクトルを定めていく必

要があろう。)

耐専スペクトルの策定において，地震観測記録を回帰分析する際に平均

からの残差，つまりばらつきが計算される。これらのばらつきは，地震動

を地震規模（マグニチュード）・等価震源距離・地盤の硬さ!DE，D*#の少

ないパラメータで予測すること，すなわちモデルの単純化によって生じた

ものである。少ないパラメータで地震動を簡便に評価できることは経験的

手法の優れた点であるが，ばらつきが内在することは避けられないといえ

る。)

 

 耐専式に限らず，距離減衰式は少ないパラメータで地震動を予測するこ

とから，「モデル化しない（できない）ことによって生じる偶発的ばらつ

き」（甲 303 添付②山田・他(2008)１０５頁参照）が生じる。「万が一」の事

態まで想定した安全性を確保しようとするならば，かかる偶然的要素を考

慮することは当然のことである。 

) ２) 「偶然的不確定性」の位置づけ 

一審被告は，「震源特性」「伝播特性」「地盤の増幅特性（サイト特性）」

とは別に「偶然変動」（「偶然的不確定性」）という概念を考慮するという

ことが一審原告ら独自の見解であるかのように主張しているが，一審原告

らの主張の正確な理解を欠いている。 

「震源特性」「伝播特性」「地盤の増幅特性（サイト特性）」というの

は，ある断層破壊が開始してから特定観測地点で地震動という形で伝わる

までの空間的な観点から，地震動ないし地震動評価に影響を与える要因を

分類したものである。 

一方，認識論的不確定性は，「より正確なモデル化や新しい知見・デー

タを追加することで低減可能なばらつき」，偶然的不確定性は「新しい知

見・データが追加されても低減不可能なばらつき」と定義されているよう

に，これらは，「知見・データの追加による低減可能性」という観点から

分類された，地震動評価のばらつきの要因である（甲 310「距離減衰式におけ
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る地震間のばらつきを偶然的・認識論的不確定性に分離する試み」，甲 311「距離減

衰式のばらつきに関する検討」参照）。 

内山・翠川(2013)において「震源特性における震源メカニズムや破壊伝

播方向，伝播経路における媒質（速度，減衰構造）の不均質性，サイト特

性における地盤の不整形性や入射角などによる地震動強さの違いは予め想

定することが困難であり，これらが地震間および地震内のばらつきにおけ

る偶然的不確定性の要因になっていると考えられる。」（甲 310・３８頁）と

あることから分かる通り，「震源特性」「伝播特性」「地盤の増幅特性」と

いう３つの特性それぞれの中に，「認識論的不確定性」と「偶然的不確定

性」は含まれる。 

 

【イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

) ３) 偶然的不確定性の考慮は必須である 

  一審被告は，「詳細な調査」を行ったと主張しているが，どんなに「詳

細な調査」が行われているとしても，「偶然的不確定性」を低減させるこ

とは，この概念の定義上できない。したがって，強震動予測を行う場合，

当該予測手法のばらつきによって基準を上回ることを出来るだけ避けるた

めには，この「偶然的不確定性」を定量的に把握した上でその分の余裕を

持たせることが重要である。 

内山・翠川(2013)（甲310）では，既往の研究において，距離減衰式の

回帰分析における地震間のばらつきの標準偏差の７０％程度，地震内の

ばらつきの標準偏差の４０～５０％程度が，偶然的不確定性によると指

摘されていることを踏まえつつ，偶然的不確定性の標準偏差は，距離減

衰式における地震間のばらつきの標準偏差に比べ，最大加速度はその６

０％程度，最大速度はその８０％程度となるという研究成果が述べられ

ている。この研究成果とすると，距離減衰式全体のばらつきの概ね半分

程度は，偶然的不確定性によるものと見ることができる。 
距離減衰式を発表する論文には必ずと言っていいほど，その元データ
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との回帰誤差が示されている。各式によってその数値は異なるが，一般

的には標準偏差で倍半分程度のばらつきがある。例えば，本件で用いら

れている内山・翠川(2006)の回帰誤差は，下記図８（甲310・８５頁）から

読み取れる限り，対数標準偏差で０．３～０．５の範囲にある。これ

は，標準偏差で平均から２倍，３倍程度までばらつくということを意味

する。 
 

 
【甲310・翠川(2006)・８５頁】 

 
   一審被告は，本来こういった既往の研究成果を活用して偶然的不確定性

によるばらつきを定量的に評価し，基準地震動評価に取り込むべきであ

り，それは十分可能であるはずが，これを怠っている。 

  この点，ＩＡＥＡの安全基準ＳＳＧ－９の 5.6でも，距離減衰式には偶然

的不確定性(ℇgm)を要素として含むべきこと，同 7.1(3)では「震源マグニチ

ュードおよび地震源とサイトの距離の関数としての地震動の平均およびば

らつきの評価が含まれるべきこと，同(4)(iv)では距離減衰式等の地震動予

測式における関係式のばらつきを考慮すべきこと，同(5)では偶然的不確定

性と認識論的不確定性の両方を適切に取り扱うべきことが記載されている。

距離減衰式において偶然的不確定性を考慮しないというのは，「確立した国

際的な基準」（原子力基本法２条２項）に反し不合理な評価である。 

) ４) 認識論的不確定性も無視できない 

  一審被告は「各種調査」を実施して本件原発について他の地域よりも地震

動が大きくなるような地域性を示すデータが特段得られていないと主張す

るが，本件原発の稼働に重大な利害関係を有する一審被告が，本件原発に襲

来する地震動が大きくなるようなデータを取得したところで，これを自ら規
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制当局や裁判所に提出することは期待できない。一審被告は，平成２５年７

月３日付の現状評価書において，新規制基準で求められる地下構造の三次元

的な把握を行うことが求められながら（乙２２・１１頁），未だこれらを実施

しているとは認められないこと等からしても，一審被告は積極的に本件原発

において地震動が大きくなるような特性を見出そうと言う姿勢が欠けてい

ると言わざるを得ず，一審被告の主張は信用するに値しない。 

仮に一審被告が「詳細な調査」を実施したとしても，いかなる要因が地震

動を大きくさせることになるかについて，十分なデータや知見の集積もなけ

れば，地下深くにある震源断層を精度良く調査する技術も存在しないため，

これをゼロにすることは不可能である。全国の原発ではこれまで約１０年間

で少なくとも５回は設計基準地震動をこえる地震動が観測されており，その

要因はいずれも認識論的不確定性によるものであることを一審被告は直視

すべきである。 

偶然的不確定性によるばらつきと認識論的不確定性によるばらつきの残

りとを合わせて，少なくとも平均値からのばらつきとして２倍程度考慮すべ

きであるというのが一審原告の主張である。 

   一審被告は，耐専式を適用したケースにおいては，内陸補正係数を乗じ

ないことにより，多少なりともこのばらつきを考慮しているようである

（周期０．６秒以下で０．６を乗じないことにより約１．６７倍の余裕が

生じる。）が，前記第２・１(2)「各種の距離減衰式」においては，基本ケ

ースの他には断層傾斜角７５度のケースしか考慮しようとせず，ばらつき

軽視の姿勢が顕著である。FO-A～FO-B～熊川断層に内山・翠川(2006)を当

てはめたケースは，概ね７００ガルの地震動評価となっており，偶然的不

確定性の１σ相当のばらつきを考慮しただけで，１，０００ガルを超える

地震動評価になるものと見込まれる。前記「各種の距離減衰式」を用いた

ケースでのばらつきの無視は明らかに不合理である。 

) ５) 「断層モデル」におけるばらつき考慮の不十分さ 

   ばらつきについての考慮が必要なのは，「断層モデル」についても同じ

である。 

   株式会社ニュージェック（原発関係の仕事を請け負う土木系コンサルタ

ント会社）所属の山田雅行氏らは，「レシピ」に基づいた強震動予測のば

らつきの研究として，「強震動予測「レシピ」に基づく予測結果のバラツ

キ評価の検討～逆断層と横ずれ断層の比較～」（甲303 「事情聴取書」

添付資料②）と題する論文を発表している。 
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   山田氏らは同論文の「１ はじめに」で以下のように述べる。 

 

強震動予測を精度よく行うには，震源・伝播経路・サイトの影響を精度

よくモデル化しなければならない．伝播経路，サイト) および既往地震の震

源) については，地震観測データに基づいて，その特性が詳細に求められて

いるものも見られる．しかし，近代の地震観測によって精緻な地震記録が

得られていない地震の震源については，その地表近くでの位置，大きさ，

変位量が明らかにされている程度で，強震動予測を行うための詳細な震源

パラメータの設定には多くの不明確な要素が残存している．こうした状況

下で，強震動予測手法の標準化を目指し，「強震動予測「レシピ」」! 以下，

「「レシピ」」と略す#が提案されている．「「レシピ」」では，震源の面積と

地震モーメントの関係や短周期レベルと地震モーメントの関係など，主要

な部分に経験式が用いられており，その経験式は過去の観測データの回帰

により求められていることが多い．このため，「「レシピ」」にしたがって設

定した震源パラメータは「平均的な」値となり，その値に対するバラツキ

を有していることになる．すなわち，設定した震源パラメータによって予

測された地震動も「平均的な」値となり，その値に対するバラツキを有し

ているということになる．このように強震動予測では，設定する震源パラ

メータが一意的に決定できるものではないため，そのバラツキのために予

測された地震動もバラツキを生じることがわかる．)

!

   続いて山田氏らは，認識論的不確定性と位置づけられる巨視的震源パラ

メータ（地震モーメントや平均応力降下量など。）やアスペリティの数，ア

スペリティの面積，破壊形態，fmax（高域遮断周波数）といったパラメー

タは除外し，アスペリティの位置，アスペリティの強度（平均すべり量の

比及び応力降下量），破壊伝播速度，破壊開始点という一部の偶然的不確定

性に係るパラメータのみを対象とし，森本・富樫断層帯をモデルにして，

短周期帯域の統計的グリーン関数法を用いてＶｓ＝３，０００ｍ／ｓの地

震基盤における強震動予測をし，強震動予測結果のばらつき評価を行っ

た。 
その結果，ＰＧＡ（最大地表加速度）の常用対数標準偏差（ばらつき）

は，横ずれ断層で全周期平均０．２７６，最も値が大きい０．５秒と１．

０秒の応答スペクトルで０．３３～０．３６と算出されている。真数に直



34 
 

すと，ばらつきは全周期平均約１．８９倍，周期０．５秒と１．０秒では

約２．１４～２．１７倍である。つまり，アスペリティの位置，アスペリ

ティの強度，破壊伝播速度，破壊開始点という，偶然的不確定性に係る一

部の微視的震源パラメータに限定しても，標準偏差レベルで倍半分程度の

ばらつきがあるということである。アスペリティの数，アスペリティの面

積，fmax，破壊形態といった，除外されたパラメータも考慮するならば，

「レシピ」による地震動評価のばらつきは，震源特性だけでも，標準偏差

で優に２倍を超えることになる。 
    一審被告が行っている「不確かさの考慮」によって導かれる最大加速度

は，考慮するパラメータの少なさ，パラメータを変動させる幅の狭さ，ば

らつきの重畳考慮の不足等が原因となり，概ね基本ケースの２倍程度に止

まっている。これでは「レシピ」に伴う標準偏差（１σ）レベルのばらつ

きさえ十分に補うことはできない。 
強震動予測手法のばらつきの評価については研究が進展しているので

あり，一審被告は本来，既往の研究成果を活かして，可能な限り根拠を

明確にした定量的な「不確かさの考慮」を行うべきである。ところが，

一審被告は，「保守的な条件設定」や「不確かさの考慮」を行ったと抽

象的に述べるだけで，「レシピ」から導かれる「最も確からしい姿」（標

準的・平均的な姿）よりもどの程度余裕を確保しているのかについて，

定量的な説明を行おうとしない。 
「原子力発電所の地震安全に関する地震工学分野の研究ロードマッ

プ」（甲 312・Ⅰ－１５６）では，東北地方太平洋沖地震前からの課題とし

て， 
A#)断層モデルを用いた手法による地震動評価の推定誤差を，既往の地

震の観測記録を用いて，定量的に評価する。（短期的課題）)

AA#)断層モデルを用いた手法による地震動評価において，平均とばらつ

き（分布）を評価する方法を検討する。（中期的課題）)

AAA#)以上の結果に基づいて，最終的な基準地震動 '* を策定するルール

（包絡のルールなど）をより明確にする。（中期的課題）)

等挙げられている3が，一審被告はこれらの課題をまったくクリアしよう

としていない。かかる一審被告の態度は，「保守的な条件設定」や「不確

                                                   
3 なお，当該箇所を執筆した安中正氏は，東電の子会社である東電設計の専門職員であ

る。 
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かさの考慮」によっても，十分な余裕が確保されているとは言えない状

況に起因するものと考えざるを得ない。 
) ) ６) 地域性に関する主張について 

  一審被告は，本件原発の立地について，他の地域よりも地震動が大きく

なるような地域性が存しないかのような主張をするが，少なくとも，本件

原発は「新潟－神戸歪み集中帯」に立地しており，このことは，本件発電

所立地地域が，他の地域より内陸地殻内地震のリスクが高い地域であると

言える１つの要素である（甲 313「コラム２ 新潟－神戸歪み集中帯について」）。 

 

第５) 結語と補足（本件原発の立地について） 

  以上の通り，１審被告の基準地震動評価は合理性があるとは到底言えない。 

  日本の原発はほとんどすべて地震によって重大事故に至るリスクが非常に

高いと言えるが，とりわけ本件原発は，FO-A～FO-B～熊川断層という６０ｋｍ

を超える活断層が，敷地から僅か２～３ｋｍのところを走っており，特別な地

震のリスクがある。しかも最新の１審被告の資料上は，敷地から約５ｋｍのと

ころに FC-Cという「孤立した短い断層」が記載されるに至っている。 

 
【甲 314 平成２８年２月１９日付け 大飯発電所 地震動評価について ６頁】 

 

  １９７４年（昭和４９年）９月のＮＲＣの規制指針（ＲＧ４．７）には，「長

さ 1000 フィート(300m)以上の地表断層が５マイル(8km)以内になるような敷

地は原子力発電所としては適さない」 と明記されている（甲 315「日本の原

子力安全を評価する」５６４頁）。かかる基準を本件原発に適用すれば，敷地
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から５マイル以内に２本も活断層があることから，優に立地不適となり，即廃

炉にしなければならないであろう。少なくとも，世界最高水準の安全性を目指

すのであれば，基準地震動が８５６ガル程度ではまったく話にならない。 

   

以 上 


